
別 表 十 の 記 載 要 領 第 一 号 中「租税特別措置法」 の 次 に「第58条（探鉱準備金又は海外探鉱準備金）若しくは所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第15号）第10条の規定による改正前の租税

特別措置法（以下この号及び第５号において「平成28年旧措置法」という。）」 を 加 え 、「同法」 を「租税特別措置法第68条の61（探鉱準備金又は海外探鉱準備金）若しくは平成28年旧措置法」 に 改 め 、 同 第

五 号 中

「「探 鉱 費 基 準 額
（又は（－）） 」及び

「所 得 基 準 額
（又は（－）） 」」 を

「「探 鉱 費 基 準 額
又は（－）

（マイナスの場合は０）

」
及び
「所 得 基 準 額
（－）又は（－－）
（マイナスの場合は０）


」」

に 、「「又は（－）」」 を「「又は（－－）」」 に 、「「又は」」 を

「「（－）又は」」 に 改 め 、 同 号 を 同 第 六 号 と し 、 同 第 四 号 中「租税特別措置法」 の 次 に「第59条（新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控除）若しくは平成28年旧措置法」 を 加 え 、「同法」 を「租税

特別措置法第68条の62（新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控除）若しくは平成28年旧措置法」 に 改 め 、 同 号 を 同 第 五 号 と し 、 同 第 三 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

４ 「３年又は５年を経過した場合 」の欄は、「積立事業年度」の欄の事業年度又は連結事業年度が、平成28年４月１日前に開始した事業年度又は連結事業年度である場合には３年を経過したときに、

同日以後に開始した事業年度又は連結事業年度である場合には５年を経過したときに記載すること。

別 表 十 の 記 載 要 領 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

７ 「」から「」までの各欄は、平成28年４月１日前に開始した事業年度又は法第15条の２第１項（連結事業年度の意義）に規定する連結親法人事業年度が同日前に開始した連結事業年度にあつて

は、記載を要しない。

別 表 十 の 表 中「社会保険診療報酬に係る損金算入、農業生産法人の肉用牛の売却に係る所得又は連結所得の特別控除及び特定の基金に対する負担金等の損金算入に関する明細書」 を「社会保険診療報

酬に係る損金算入、農地所有適格法人の肉用牛の売却に係る所得又は連結所得の特別控除及び特定の基金に対する負担金等の損金算入に関する明細書」 に 、「Ⅱ 農業生産法人の肉用牛の売却に係る所得又

は連結所得の特別控除に関する明細書」 を「Ⅱ 農地所有適格法人の肉用牛の売却に係る所得又は連結所得の特別控除に関する明細書」 に 改 め 、 同 表 の 記 載 要 領 第 二 号 中「農業生産法人」 を「農地所有適

格法人」 に 改 め る 。

別 表 十 の 表 中

「
× 80又は70100 」

を

「
× 70100 」

に 改 め 、 同 表 の 記 載 要 領 を 次 の よ う に 改 め る 。

別表十（七） 記載要領

この表は、特定目的会社が租税特別措置法第67条の14第１項（特定目的会社に係る課税の特例）の規定の適用を受ける場合に記載すること。
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